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消費者安全法第33条の規定に基づく意見 

 

 標記について、消費者安全調査委員会は、家庭用ヒートポンプ給湯機（以下

「ヒートポンプ給湯機」という。）から生じる運転音・振動により不眠等の健

康症状が発生したとの申出事案について行った、消費者安全法（平成21年法律

第50号）第23条第１項の規定に基づく調査の結果を踏まえ、消費者安全確保の

見地から、下記のとおり意見を述べる。 

 なお、この意見を受けて講じた措置について、その内容を報告いただくよう

よろしくお取り計らい願いたい。 

 

 

記 

 

 

 低周波音固有の人体への影響の有無及びそのメカニズムには不明な点もある

ため、現時点においては、ヒートポンプ給湯機の運転音による不眠等の健康症

状の発生を根本的に防ぐ対策を示すことは困難であるが、健康症状発生のリス

クをできるだけ低減するとともに、より根本的な再発防止策の検討と発症時の

対応の改善を進めるため、経済産業省、環境省、消費者庁及び公害等調整委員

会は以下の取組を行うべきである。 

 

（１）リスク低減のための対策 

 

①経済産業省は、住宅の設計・施工時における騒音等防止を考えた家

庭用ヒートポンプ給湯機の据付けガイドブックの活用を促すため、

住宅事業者や設置事業者へ据付けガイドブックの説明及び普及を促



 

進し、適切な時期にその効果の確認を行うよう、一般社団法人日本

冷凍空調工業会を指導すること。 

 

②経済産業省は、設置状況によってはヒートポンプ給湯機の運転音に

起因した健康症状を訴える者が生じる可能性があることを、製品カ

タログに記載する等により、消費者に伝わるよう、製造事業者を指

導すること。 

 

③経済産業省は、低周波音が健康症状を発生させる可能性があること

に鑑み、ヒートポンプ給湯機の運転音に含まれる低周波音の更なる

低減等に向けて、製品開発を行う際に配慮するとともに、低周波音

の表示の在り方について検討を行うよう、製造事業者を促すこと。 

 

④環境省は、低周波音の人体への影響について、一層の解明に向けた

研究を促進すること。 

 

（２）健康症状の発生時の対応 

 

⑤経済産業省は製造事業者に対して、ヒートポンプ給湯機から生じる

運転音・振動によって健康症状が生じたとする個々の事案に対応し

て、製造事業者が健康症状の軽減に向けたヒートポンプ給湯機に関

する具体的な対策を検討し提案するとともに、その履行がなされる

ように取り計らうなど丁寧な対応に努めるよう、指導すること。 

 

⑥消費者庁は、ヒートポンプ給湯機から生じる運転音・振動によって

健康症状が生じたとの苦情相談への対応方法を地方公共団体に周知

すること。 

 

⑦環境省は、現場での音の測定値が参照値以下であっても慎重な判断

を要する場合があることを、一層明確に周知すること。 

 

⑧公害等調整委員会は、紛争となった場合の地方公共団体における適

切な公害苦情対応について検討を行い、地方公共団体に対して指導、

助言を行うこと。 


